地域で暮らす人への看護　講義資料
第7回　障害のある人の地域生活を支える
― 自立・社会参加・合理的配慮 ―
本時の目標
(1) ICFに基づき、障害を心身機能・活動・参加の視点から総合的に捉えることができる。
(2) ノーマライゼーションと自立生活運動の理念を理解する。
(3) 障害者総合支援法に基づくサービスの概要を理解する。
(4) 合理的配慮の考え方と具体例を理解する。
(5) 障害のある人の社会参加を支える地域資源と連携を理解する。
(6) 障害当事者・家族の思いに寄り添う看護について考えることができる。
本時の構成(90分)
	時間の目安
	内容
	形態

	5分
	導入(本時のねらい・キーワードの確認)
	講義

	45分
	講義:1 障害の捉え方(ICF)〜6 当事者・家族の思いに寄り添う看護
	講義

	25分
	事例演習(個人検討・グループ共有)
	演習

	10分
	解答・解説の確認
	講義

	5分
	まとめ・次回予告
	講義



講義
1. 障害の捉え方(ICFに基づく心身機能・活動・参加の視点)
障害のある人を「できないこと」だけに着目して捉えるのではなく、ICF(国際生活機能分類)の視点から総合的に捉えることが重要である。ICFでは、人の生活機能を心身機能・身体構造、活動、参加の3要素で捉え、それらに影響する環境因子・個人因子(背景因子)とあわせて総合的に評価する。
生活機能
	心身機能・身体構造
	活動
	参加


背景因子
	環境因子
物理的環境・人的環境・制度等
	個人因子
年齢・性格・価値観・生活歴等


同じ心身機能の障害があっても、住環境や周囲の理解といった
環境因子によって、「活動」「参加」の状況は大きく異なりうる点が重要な視点である。
2. ノーマライゼーションと自立生活運動の理念
ノーマライゼーションとは、障害の有無にかかわらず、誰もが地域で当たり前の生活を送れる社会を目指す理念であり、デンマークのバンク-ミケルセンらによって提唱された。
自立生活運動(IL運動)は、障害当事者自身が自らの生活を自己決定していくことを重視する運動である。ここでの「自立」とは、身の回りのことをすべて一人で行えることではなく、必要な支援を受けながらも
自己決定に基づいて人生をコントロールできることを意味する。
3. 障害者総合支援法に基づくサービスの概要
障害者総合支援法に基づく福祉サービスは、大きく次の2つに分けられる。
	
	介護給付
	訓練等給付

	目的
	日常生活上の介護等の支援を行う
	訓練等を通じ自立した生活を支援する

	具体例
	居宅介護、重度訪問介護、施設入所支援等
	自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助(グループホーム)等


このほか、精神科への通院医療費を支給する
自立支援医療(精神通院医療等)や、移動支援・日常生活用具の給付等を行う地域生活支援事業(市町村事業)がある。
4. 合理的配慮の考え方と具体例
障害者差別解消法に基づく合理的配慮とは、障害のある人が他の人と平等に権利を行使できるよう、個々の状況に応じて、過重な負担にならない範囲で行われる配慮をいう。
具体的な看護場面　視覚障害のある患者に説明する際に資料を読み上げる、聴覚障害のある患者に筆談や文字情報で伝える、車椅子利用者のために診察室までの動線を調整するなど、医療現場でも個々の状況に応じた配慮が求められる。
5. 障害のある人の社会参加を支える地域資源と連携
1. 就労移行支援・就労継続支援(A型・B型)等の就労系サービスが、一般就労や日中活動の場を提供している。
1. 相談支援専門員や基幹相談支援センターが、サービス利用計画の作成や関係機関との調整を担う。
1. ハローワークや障害者就業・生活支援センターとの連携により、就労と生活の両面を支える体制が構築される。
6. 障害当事者・家族の思いに寄り添う看護
看護職には、「してあげる」支援ではなく、障害当事者本人の
自己決定を尊重し、本人の望む生活の実現を共に考える姿勢が求められる。
具体的な看護場面　家族もまた、長期にわたる介護負担や将来への不安を抱えていることが多い。当事者だけでなく、家族の思いにも耳を傾け、必要に応じてレスパイトケアなどの支援につなぐことも看護職の役割である。



























事例演習
Gさん(28歳、男性)は、半年前の交通事故による脊髄損傷で、両下肢に対麻痺が残り、車椅子を使用して生活している。リハビリテーションを経て自宅退院し、以前勤めていた事務職への復帰を希望しているが、「通勤時の移動や、これまでと同じように働けるか不安だ」と話している。職場からは「配慮したいが、具体的に何をすればよいか分からない」と相談があった。現在は、就労移行支援事業所の利用も含めて今後の生活を検討している段階である。両親と同居しており、母親は「この子の将来がとても心配」と話している。
設問1　ICFの視点(心身機能・身体構造/活動/参加、環境因子/個人因子)から、Gさんの状況を整理してみよう。







設問2　Gさんが職場に復帰するにあたり、どのような合理的配慮が考えられるか、具体的に挙げてみよう。






設問3　Gさんの社会参加を支えるために、どのような地域資源や連携が考えられるか考えてみよう。







事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
心身機能・身体構造：両下肢の対麻痺。
活動：移動には車椅子を要するが、上肢の機能は保たれており、事務作業自体は可能と考えられる。
参加：職場復帰、社会での役割の回復を希望している。
環境因子：通勤経路のバリアフリー状況、職場の物理的環境や周囲の理解、就労移行支援事業所等の社会資源。
個人因子：28歳という年齢、復職への意欲、不安な気持ち。
心身機能の障害だけでなく、環境因子次第で「活動」「参加」の可能性が広がることに気づけているかを確認する。
【教員用】設問2について
デスクや通路の動線を車椅子で移動しやすいよう調整する、多目的トイレの整備状況を確認する等の物理的な配慮が考えられる。
勤務時間や業務内容について、通院や体調に配慮した柔軟な調整を検討する。
職場側の「何をすればよいか分からない」という声に対し、産業保健スタッフや就労支援機関と連携し、本人と職場双方の意向をすり合わせる場を設けることも重要である。
学生から挙がる範囲でよく、本人の希望を確認しながら進める姿勢が示されているかを確認する。
【教員用】設問3について
就労移行支援事業所の利用による職業訓練や復職準備の支援が考えられる。
相談支援専門員によるサービス等利用計画の作成、ハローワークや障害者就業・生活支援センターとの連携。
家族(母親)の不安にも目を向け、家族への相談支援や必要に応じたレスパイト的な支援を検討する視点も重要である。
一つの機関だけで抱え込まず、多職種・多機関が連携してGさんの社会参加を支える体制を考えることがねらいである。

看護師国家試験　過去問題
【問題1】　国際生活機能分類〈ICF〉で「生活機能」の構成要素に含まれるのはどれか。
1. 活動
2. 疾病
3. 能力障害
4. 社会的不利

【問題2】　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律〈障害者総合支援法〉に基づき、精神障害者に適用されるのはどれか。
1. 障害基礎年金
2. 一定割合の雇用義務
3. 精神障害者保健福祉手帳
4. 自立支援医療(精神通院医療) 
























看護師国家試験　過去問題
【問題1】　国際生活機能分類〈ICF〉で「生活機能」の構成要素に含まれるのはどれか。
1. 活動　◀ 正解
2. 疾病
3. 能力障害
4. 社会的不利
解説　ICFにおける生活機能は、活動のほか「参加」「心身機能・身体構造」から構成される。ICFは生活機能の分類と、それに影響を与える背景因子(環境因子・個人因子)の分類とで構成されており、疾病・能力障害・社会的不利といった、障害を否定的な側面のみから捉える概念は含まれない。
出典：第113回看護師国家試験　午後32問

【問題2】　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律〈障害者総合支援法〉に基づき、精神障害者に適用されるのはどれか。
1. 障害基礎年金
2. 一定割合の雇用義務
3. 精神障害者保健福祉手帳
4. 自立支援医療(精神通院医療)　◀ 正解
解説　自立支援医療(精神通院医療)は、精神科への通院にかかる医療費の自己負担を軽減する制度であり、障害者総合支援法に基づいて実施されている。障害基礎年金は年金制度、精神障害者保健福祉手帳は精神保健福祉法に基づく制度であり、いずれも障害者総合支援法に基づくものではない。
出典：第112回看護師国家試験　午前67問
